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【KRI アウトルック：県内酒類製造業の経済波及効果】

県内の酒類製造業の売上規模は約450億円
県内の泡盛メーカーの現状を他県と比較して
みると、2011 年の「全国焼酎泡盛売上高ランキ
ング」（帝国データバンク）によると、上位 50
位以内に県内の泡盛メーカーが 5社ランクイン
している。
最高位は 19位「久米島の久米仙」売上高 31
億円であるが前年比では 11.2％の売上減となっ
ている。次いで、28位「比嘉酒造（読谷村）」19
億円（前年同）、29位「菊之露酒造」18億円（前
年同）、42位「瑞泉酒造」13億円（前年同）、49
位「比嘉酒造（糸満市）」11億円（前年比10.0％増）
と3酒造所は前年並みを維持し、1酒造所は前年

増である。
沖縄県「産業振興制度（酒税軽減措置）調査報
告書」（2013年 3月）によると、2009年度の県
内47酒造所の総売上高は、推定243億 2,400万
円となっている。2011年の売上高であるが、1
位の三和酒類（株）の売上高と比較すると、沖縄
県全体でも約1/2程度の規模にとどまっている。
また、同報告書による 2009年度の県内の「ビー
ル系飲料」の売上高は推定 205億 6,000 万円と
なっており、県内の酒類製造業の全体の売上規模
は、約 450億円程度と推定される。

酒類製造業の経済波及効果分析
経済波及効果の分析にあたっては、「泡盛」

「ビール系飲料」の 2つに分けて推計を行った。
また、酒税軽減措置の撤廃による売上高減少分
については、「泡盛」は 30％減少、25％減少、
10％減少、「ビール系飲料」は 20％減少、10％
減少、5％減少と、それぞれ最大値、中間値、最
小値の 3パターンに設定した。
分析用産業連関表については、県で公表されて
いる産業連関表に表示されている部門分類では、
泡盛やビールに対応する部門が詳細に表示されて
いないため、2005年の地域表（公表用基本分類）
（行 404 ×列 350 部門）から、ビール系飲料が
対応する「ビール」部門および泡盛が対応する「そ
の他の酒類」を抽出し、41部門に統合を行なった。

泡盛の売上高による経済波及効果
2009 年度の 47酒造所の売上高は、推定 224
億 5,300 万円となっており、そのうち「酒類の
売上高」は推定 192 億 5,600 万円である。「酒
類の売上高」を最終需要額に用いた推計の結果、

生産誘発額は、297 億 900 万円、波及効果は約
1.54 倍であった。
仮に、酒税軽減措置の効果を除くと「酒類の
売上高」が最大で 30％減少すると仮定した推計
では、生産誘発額が 207 億 9,600 万円となり、
その差額は▲ 89 億 1,300 万円となった。25%
減少と仮定すると、生産誘発額は 222 億 8,200
万円となり、その差額は▲ 74 億 2,700 万円。
10%減少と仮定すると、生産誘発額は 267 億
3,800 万円となり、その差額は▲ 29 億 7,100
万円となる。
また、粗付加価値誘発額は、152 億 1,500 万
円であった。仮に、酒税軽減措置の効果を除くと、
粗付加価値誘発額は 106 億 5,000 万円となり、
その差額は▲ 45 億 6,400 万円となった。25%
減少と仮定すると、粗付加価値誘発額は 114 億
1,100 万円となり、その差額は▲ 38 億 400 万
円。10%減少と仮定すると、粗付加価値誘発額
は 136 億 9,300 万円となり、その差額は▲ 15
億 2,100 万円となる。
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図表１：しょうちゅう・泡盛メーカー売上高ランキング

図表２：分析用産業連関表部門分類表

図表３：泡盛の経済波及効果 （百万円）

（2011）

　2012 年度税制改正により酒税軽減措置が 5 年間延長されることとなったが、近年の県内酒類販売製造業
のおかれる現状をみると、焼酎、ウイスキー、リキュール類をはじめとした他酒類との競争激化や酒類消費
の減少傾向などから、全体的に厳しい状況にある。さらにビール系飲料（ビール、発泡酒、新ジャンル）に
ついては、他酒類だけでなく量販店の PB を主とした海外メーカーの低価格ビールの影響も大きいようだ。

順位 前年
順位 社名　　　　　　　　所在地　　　　　　ブランド名 売上高

（百万円）

前年比
売上高
伸び率
（％）

1
（1） 1 三和酒類（株） 大分県宇佐市 いいちこ 50,124 ▲ 4.1

2
（2） 2 霧島酒造（株） 宮崎県都城市 霧島、黒霧島 48,626 2.9

3
（3） 3 薩摩酒造（株） 鹿児島県枕崎市 さつま白波、黒白波 17,876 ▲ 12.5

4
（4） 4 雲海酒造（株） 宮崎市 いいとも、雲海 17,536 ▲ 8.9

5
（5） 5 二階堂酒造（有） 大分県日出町 二階堂、吉四六 16,800 ▲ 4.0

19
（19） 19 （株）久米島の久米仙 沖縄県浦添市 　　　　　　　　　　　　  3,100 　　▲ 11.2ブラック７年、
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28
（28） 27 （有）比嘉酒造 沖縄県読谷村  残波 1,900

29
（29） 31 菊之露酒造（株） 沖縄県宮古島市  菊之露 1,800

42
（42） 45 瑞泉酒造（株） 那覇市  瑞泉、翔   　　1,300

49
（49） ー　　 （株）比嘉酒造　　　　　　沖縄県糸満市　　　まさひろ 1,100

番号 部門 部門番号
01 農林水産業 22 土木建設
02 鉱業 23 電気・ガス・熱供給業
03 食料品・たばこ・その他の飲料 24 水道・廃棄物処理
04 清酒 25 卸売
05 ビール 26 小売
06 その他の酒類 27 金融・保険
07 繊維製品 28 不動産
08 製材・木製品・家具 29 運輸
09 パルプ・紙・紙加工品 30 情報通信
10 化学製品 31 公務
11 石油製品・石炭製品 32 教育・研究
12 窯業・土石製品 33 医療・保健・社会保障・介護
13 鉄鋼 34 その他の公共サービス
14 非鉄金属 35 対事業所サービス
15 金属製品 36 一般飲食店（除喫茶店）
16 一般機械 37 喫茶店
17 電気機械 38 遊興飲食店
18 輸送機械 39 宿泊業
19 精密機械 40 その他の対個人サービス
20 その他の製造工業製品 41 その他
21 建築及び補修

62 2009年度　　　　　　30%減　　　　　　　25%減　　　　　　　10%減　　　　　　2009年度　　　　　　30%減　　　　　　　25%減　　　　　　　10%減

033,71244,41974,31652,91）円万百（高上売：A - - - -

396,31114,11056,01512,51837,62282,22697,02907,92）円万百（果効及波：B

97.097.097.097.045.145.145.145.1）倍（果効及波：A/B

2009年度との差額（百万円） =マイナス額 -　　　　　　　　▲ 8,913　　　　　 ▲ 7,427　　　　　▲ 2,971　　　　　　　-　　　　　　　　▲ 4,564　　　　　▲ 3,804　　　　　 ▲ 1,521

01 351821911071992942332233業産水林農

02 01881191615112業鉱
03
04 00000000酒清
05 5446018811ルービ
06 121,9106,7490,7531,01118,71348,41358,31097,91類酒の他のそ
07 22234435品製維繊
08 32235445具家・品製木・材製
09 74936325196717101品工加紙・紙・プルパ
10 765831110151品製学化
11 9010948121212771561632品製炭石・品製油石
12 282532912313055854824116品製石土・業窯
13 5212028205149355鋼鉄
14 2101014142029172属金鉄非
15 5116998821422781571942品製属金
16 00000000械機般一
17 11111112械機気電
18 544598701械機送輸
19 00000000械機密精
20 858454463114988621品製業工造製の他のそ
21 153404750013887111修補び及築建
22 00000000設建木土
23 831511801451072522012003業給供熱・スガ・気電
24 18863609851231321671理処物棄廃・道水
25 044763343984068717966559売卸
26 8010948021112671461532売小
27 365964834526990,1619458122,1険保・融金
28 373113092514927706765018産動不
29 742602291572284204573635輸運
30 731411701251862322802892信通報情
31 5131217103523243務公
32 531311501051462022502392究研・育教
33 77460658051521711761護介・障保会社・健保・療医
34 455424166019838811スビーサ共公の他のそ
35 106005764766371,1779219303,1スビーサ所業事対
36 1352424306056466）店茶喫除（店食飲般一
37 43347658店茶喫
38 2372526336359407店食飲興遊
39 866851211161業泊宿
40 77460668151621711861スビーサ人個対の他のそ
41 060564666117919921他のそ

396,31114,11056,01512,51837,62282,22697,02907,92計合

額発誘値価加付粗額発誘産生

食料品・たばこ・その他の飲料　　　　　　　　　　　　　　1,099　　　　　　　　769                824                 989                563                394                422                506
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【KRI アウトルック：県内酒類製造業の経済波及効果】

ビール系飲料の売上高による経済波及効果
ビール系飲料については、2009 年度の県内
ビール会社の「ビール」「発泡酒」「新ジャンル」
の売上高合計 205 億 6,000 万円（推定）を最終
需要額に用いた。
推計の結果、生産誘発額は、274億 9,000 万円、
波及効果は約 1.34 倍であった。
仮に酒税軽減措置の効果を除くと「酒類の売上
高」が最大で 20％減少すると仮定し、推計を行っ
た結果、生産誘発額は 219億 9,200 万円となり、
その差額は▲ 54億 9,800 万円と推計される。
また、10%減少と仮定すると、生産誘発額は
247 億 4,100 万円、その差額は▲ 27 億 4,900
万円。5%減少と仮定すると、生産誘発額は 261

億 1,600 万円、その差額は▲ 13 億 7,500 万円
と推計される。
また、粗付加価値誘発額は、140 億 7,800 万
円であった。
仮に酒税軽減措置の効果を除くと「ビール系
飲料の売上高」が最大で 20％減少すると仮定し、
推計を行った結果、粗付加価値誘発額は 112 億
6,300 万円となり、その差額は▲ 28億 1,600 万
円となった。
また、10%減少と仮定すると、粗付加価値誘
発額は 126 億 7,100 万円となり、その差額は▲
14億 800 万円。5%減少と仮定すると、粗付加
価値誘発額は 133 億 7,400 万円となり、その差
額は▲ 7億 400万円となる。

泡盛の他産業への波及効果
全体の生産誘発額297億 900万円から泡盛産
業への効果である「その他の酒類」の波及効果
197億 9,000 万円を除くと他産業への波及効果
は99億 1,900万円となり、そのうち「対事業所
サービス」13億 300万円が最も大きくなってお
り、次いで「金融 ･保険」12億 2,100万円、「食
料品・たばこ・その他の飲料」10億 9,900万円、「卸
売」9億 5,500万円となっている。機械関連の製
造業を除いて、ほとんどの産業部門に 1,000 万
円以上の波及効果を誘発しており、製造業および
サービス産業への波及効果が大きくなっている。
特に「対事業所サービス」や「金融・保険」は、
他産業へ様々なサービスを提供する部門であり、
影響を受けやすい部門である。

ビール系飲料の他産業への波及効果
全体の生産誘発額 270 億 9,000 万円からビー
ル産業への効果である、「ビール」の波及効果
205 億 6,800 万円を除くと他産業への波及効果
は 69億 2,200 万円となり、そのうち「対事業所
サービス」9億 1,700 万円が最も大きくなって
おり、次いで「金融 ･保険」7億 2,800 万円、「不
動産」6億 1,200 万円、「電気 ･ガス・熱供給業」

4億 1,600 万円となっている。また、泡盛産業
と同様に機械関連の製造業を除いて、ほとんどの
産業部門に 1千万円以上の波及効果を誘発して
おり、製造業およびサービス産業への波及効果が
大きくなっている。

県内酒類製造業の進行について
泡盛は一時的な移出量の減はみられるものの
復帰以降、2005 年までは一貫した増加を保って
きた。しかし、その後は減少傾向が続いている。
ビール系飲料においては、ビール、発泡酒、新
ジャンルと酒類は増え、ある程度の売上は保た
れているものの、自社ブランドのビール類は、
2000年以降、一貫して減少を続けているようだ。
沖縄だけでなく全国的にも消費者のアルコー
ル離れがあり、酒類の市場規模が縮小傾向にある
なかで、本土産酒類の参入や消費者の好みの多様
化など、酒類製造業を取り巻く環境は厳しさを増
している。
仮に、軽減措置が撤廃されたとすれば、同等の
競争条件となるため、さらに厳しさが増すことは
十分に考えられるが、それを除いたとしても、今
後も品質の向上やコスト削減等や経営や販売戦略
の見直しなど、さらなる取組が求められている。
（海邦総研経営企画部主任研究員／新里治史）

図表４：ビール系飲料の経済波及効果

図表 5：泡盛産業の経済波及効果
　　　　（波及効果 1,000 万円以上の産業、泡盛産業除く）

図表６：ビール系飲料の経済波及効果
　　　　（波及効果 1,000 万円以上の産業、ビール系飲料産業除く）

（百万円）

61 
2009年度　　　　  20%減 10%減 5%減 2009年度　　　　   20%減 10%減 5%減

----235,91405,81844,61065,02）円万百（高上売：A

473,31176,21362,11870,41611,62147,42299,12094,72）円万百（果効合総：B

86.086.086.086.043.143.143.143.1）倍（果効及波：A/B

2009年度との差額（百万円） =マイナス額 - ▲ 5,498 ▲ 2,749 ▲ 1,375 - ▲ 2,816 ▲ 1,408 ▲ 704

01 36063576421711401031業産水林農
02 887961513171業鉱
03 食料品・たばこ・その他の飲料　　　　　　　　　　　　　363 291 327 345 186 149 167 177
04 00000000酒清
05 700,01084,9724,8335,01045,91115,81554,61865,02ルービ
06 43347767類酒の他のそ
07 11113323品製維繊
08 22224434具家・品製木・材製
09 6252228225943445品工加紙・紙・プルパ
10 22223334品製学化
11 38970788361451731171品製炭石・品製油石
12 71111189321822612291042品製石土・業窯
13 6343038307669547鋼鉄
14 665621110121属金鉄非
15 002091861112193073923114品製属金
16 00000000械機般一
17 11011111械機気電
18 33347667械機送輸
19 00000000械機密精
20 590908001681771751691品製業工造製の他のそ
21 77375618151341721951修補び及築建
22 00000000設建木土
23 202291071312593473333614業給供熱・スガ・気電
24 821121701431942632012262理処物棄廃・道水
25 591581561602283263123204売卸
26 19686759771861941681売小
27 453533892373196556285827険保・融金
28 892282152313185155094216産動不
29 151341721851492872842903輸運
30 341631021151972562532492信通報情
31 6151317113926223務公
32 161351631071513892562133究研・育教
33 26952556121411201721護介・障保会社・健保・療医
34 1303723316852556スビーサ共公の他のそ
35 644324673074178528437719スビーサ所業事対
36 5232126284540405）店茶喫除（店食飲般一
37 33236556店茶喫
38 6252227215843435店食飲興遊
39 665621110121業泊宿
40 36063576421711401031スビーサ人個対の他のそ
41 46064576521811501131他のそ

473,31176,21362,11870,41611,62147,42299,12094,72計合

額発誘値価加付粗額発誘産生
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その他の対個人サービス

農林水産業

医療・保健・社会保障・介護

鉄鋼

その他の公共サービス

パルプ・紙・紙加工品

遊興飲食店

一般飲食店（除喫茶店）

公務

鉱業

宿泊業

非鉄金属

（百万円）


